
 

 
 

 

 

山梨県地域就職氷河期世代支援加速化交付金交付要綱 

 

 

（通則） 

第１条 山梨県地域就職氷河期世代支援加速化事業実施要綱（以下「実施要綱」とい

う。）に定める山梨県地域就職氷河期世代支援加速化交付金（以下「交付金」とい

う。）の交付に関しては、実施要綱、山梨県補助金等交付規則（昭和38年山梨県規

則第25号。以下「規則」という。）その他の関係通知のほか、この要綱に定めると

ころによるものとする。 

 

（交付の対象及び補助率） 

第２条 知事は、市町村が作成する交付金計画に掲げる市町村が行う事業を実施する

ために必要な経費のうち、実施要綱４の交付対象事業に係る経費について、予算の

範囲内で交付金を交付するものとする。 

２ 交付対象の事業の経費区分は別表のとおりとし、補助率は、４分の３とする。 

 

（交付の条件） 

第３条 この交付金は、次の各号に掲げる事項を条件として交付するものとする。 

(1) 経費の配分の変更（第10条に定める軽微な変更を除く。）をする場合には、

知事の承認を受けること。 

(2)  事業の内容の変更（第10条に定める軽微な変更を除く。）をする場合には、

知事の承認を受けること。 

(3) 事業を中止し、又は廃止する場合には、知事の承認を受けること。 

(4) 事業が予定の期間内に完了しない場合又は事業の遂行が困難となった場合に 

は、速やかに知事に報告してその指示を受けること。 

 

（交付申請） 

第４条 規則第４条の規定による交付金の交付申請については、交付金の交付を受けよ

うとする市町村は、別に定める日までに、知事に対し、別記様式第１による交付申請

書に必要な書類を添付して提出しなければならない。 

２ 前項の交付金の交付の申請をするに当たって、当該交付金に係る消費税及び地方

消費税に係る仕入控除税額（補助対象経費に含まれる消費税及び地方消費税相当額

のうち、消費税法（昭和63年法律第108号）の規定により仕入れに係る消費税額と

して控除できる部分の金額及び当該金額に地方税法（昭和25年法律第226号）の規

定による地方消費税の税率を乗じて得た金額の合計額に補助率を乗じて得た金額を

いう（以下「消費税等仕入控除税額」という。）。）を減額して交付申請しなければ

ならない。ただし、申請時において消費税等仕入控除税額が明らかでないものにつ

いては、この限りでない。  

 

（交付決定） 

第５条 知事は、前条の規定により交付申請があった場合において、その内容を審査

し、交付金を交付すべきものと認めたときは、規則第５条第１項の規定に基づき交



 

 
 

 

付申請者に交付金の交付決定を行うものとする。 

 

（交付決定の通知） 

第６条 知事は、前条の規定による交付金の交付決定を行ったときは、規則第７条の

規定に基づき、速やかにその交付決定の内容及びこれに条件を付した場合にはその

条件を、別記様式第２による交付決定通知書により交付申請者に通知するものとす

る。 

 

（交付決定前の事業着手） 

第７条 交付申請者は、前条の規定による交付金の交付決定通知を受ける前に、交付

対象事業に着手する必要がある場合には、あらかじめ知事に対し、その理由を記載

した山梨県地域就職氷河期世代支援加速化交付金交付決定前着手申請書（別記様式

第１の２）に必要な書類を添付して提出し、その承認を受けて着手することができ

るものとする。 

２ 山梨県地域就職氷河期世代支援加速化交付金交付決定前着手申請書の提出を受け

た知事は、速やかに承認の可否を判断し、承認するときは別記様式第２の２による

山梨県地域就職氷河期世代支援加速化交付金交付決定前着手承認通知書により交付

申請者に通知するものとする。 

３ 当該交付申請者は、交付決定を受けるまでの期間に生じたあらゆる損失等を自ら

の責任とすることを了知した上で交付金事業等に着手するものとする。 

 

（申請の取下げ） 

第８条 規則第８条に規定する交付申請の取下げについて、交付決定を受けた市町村

（以下「交付金事業者」という。）は、交付金の交付決定通知を受けた日から起算

して15日を経過する日までに、知事に別記様式第３による申請取下書を提出するも

のとする。 

 

（申請の変更） 

第９条 交付金事業者は、交付金交付の決定の通知を受けた後の事情の変更により、

この交付金申請書の交付申請の内容を変更しようとするときは、あらかじめ別記様

式第４により変更交付申請書を提出しなければならない。 

 

（軽微な変更の範囲） 

第10条 第３条第１号又は第２号に規定する軽微な変更は、次に掲げる変更とする。 

(1) 各経費区分相互間におけるいずれか低い額の20％を超えない増減変更 

(2) 交付目的に変更をもたらすものではなく、かつ、交付金事業を実施する市町

村の自由な創意により、より効果的に交付目的の達成に資するものと考えられ

るとき。 

(3) 目的及び事業効果に直接関わりがない事業計画の細部の変更であるとき。 

 

（交付の変更決定） 



 

 
 

 

第11条 知事は、第９条の規定により交付申請の変更があった場合において、その内

容を審査し、交付金を変更交付すべきものと認めたときは、交付金事業者に交付金

の変更交付決定を行うものとする。 

 

（交付の変更決定の通知） 

第12条 知事は、前条の規定による交付金の変更交付決定を行ったときは、速やかに

その変更交付決定の内容及びこれに条件を付した場合にはその条件を、別記様式第

５による変更交付決定通知書により交付金事業者に通知するものとする。 

 

（変更交付決定前の事業着手） 

第13条 交付金事業者は、前条の規定による交付金の変更交付決定通知を受ける前に、

交付対象事業のうち第９条の変更に係るものに着手する必要がある場合には、あら

かじめ知事に対し、その理由を記載した山梨県地域就職氷河期世代支援加速化交付

金変更交付決定前着手申請書（別記様式第４の２）に必要な書類を添付して提出し、

その承認を受けて着手することができるものとする。 

２ 山梨県地域就職氷河期世代支援加速化交付金変更交付決定前着手申請書の提出を

受けた知事は、速やかに承認の可否を判断し、承認するときは別記様式第５の２に

よる山梨県地域就職氷河期世代支援加速化交付金変更交付決定前着手承認通知書に

より交付金事業者に通知するものとする。 

３ 当該交付金事業者は、変更交付決定を受けるまでの期間に生じたあらゆる損失等

を自らの責任とすることを了知した上で交付対象事業のうち第９条の変更に係るも

の等に着手するものとする。 

 

（変更申請の取下げ） 

第14条 規則第８条に規定する交付申請の取下げについて、変更交付決定を受けた交

付金事業者は、交付金の変更交付決定通知を受けた日から起算して15日を経過する

日までに、知事に別記様式第６による変更申請取下書を提出するものとする。 

 

（遂行状況報告） 

第15条 交付金事業者は、規則第10条の規定による遂行状況の報告について、知事か

ら要求があった場合は、速やかに別記様式第７による遂行状況報告書を提出しなけ

ればならない。 

 

（交付事業の遂行等の指示） 

第16条 知事は、交付対象事業が交付決定の内容又はこれに付した条件に従って遂行

されていないと認めるときは、規則第11条第１項の規定に基づき、交付金事業者に

その遂行等を求めることができる。 

２ 知事は、交付金事業者が前項の指示に違反したときは、規則第11条第２項の規定

に基づき、交付対象事業の遂行の一時停止を求めることができる。 

 



 

 
 

 

（実績報告） 

第17条 交付金事業者は、規則第12条の規定による実績報告については、事業の完了

の日から起算して１箇月を経過した日又は事業の完了の日が属する年度の翌年度の

４月５日のいずれか早い期日までに、知事に別記様式第８による実績報告書を提出

しなければならない。交付対象事業が完了せずに県の会計年度が終了した場合も、

同様とする。 

２ 第４条第２項ただし書に該当する交付金事業者は、第１項の実績報告書を提出する

に当たって、当該交付金の消費税等仕入控除税額が明らかになった場合には、これ

を当該交付対象事業の交付対象経費から減額して提出しなければならない。 

３ 第４条第２項ただし書に該当する交付金事業者は、第１項の実績報告書を提出し

た後において、消費税及び地方消費税の申告により当該交付金の消費税等仕入控除

税額が確定した場合には、その金額（前項の規定により減額した交付金事業者につい

ては、その金額が減じた額を上回る部分の金額）を別記様式第９の消費税等仕入控

除税額報告書により速やかに知事に提出するとともに、これを返還しなければなら

ない。 

 

（交付金の額の確定等） 

第18条 知事は、規則第13条の規定に基づき、交付対象事業に係る報告書等の審査を

行うとともに、必要に応じて現地調査等を行うものとし、当該報告に係る交付対象

事業の成果が交付金の決定内容及びこれに付した条件に適合すると認めたときは、

交付すべき交付金の額を確定し、交付金事業者に別記様式第10による交付額確定通

知書を通知するものとする。 

 

（交付金の支払） 

第19条 知事は、前条の規定により交付すべき交付金の額が確定した後に、交付金を

支払うものとする。ただし、必要があると認められるときは、概算払をすることが

できるものとする。 

２ 交付金事業者は、前項ただし書の規定により交付金の支払を受けようとするとき

は、別記様式第11による概算払請求書を知事に提出しなければならない。 

 

（是正のための措置） 

第20条 知事は、報告を受けた交付対象事業の成果が交付金の決定内容及びこれに付

した条件に適合しないと認めるときは、規則第14条第１項の規定に基づき、当該交

付対象事業につき、これに適合させるための措置をとるべきことを当該交付金事業

者に対して求めることができる。 

 

（交付決定の取消し等） 

第21条 知事は、次に掲げる場合には、規則第15条第１項の規定に基づき、交付決定

の全部若しくは一部を取消し、又は変更することができる。 

(1) 交付金事業者が、法令、本要綱又は法令若しくは本要綱に基づく知事の処分若

しくは指示に違反した場合 



 

 
 

 

(2) 交付金事業者が、交付対象事業に関して不正、怠慢又はその他不適当な行為を

した場合 

(3) 交付金事業者が、交付金を交付対象事業以外の用途に使用した場合 

(4) 交付の決定後生じた事情の変更等により、交付対象事業の全部又は一部を継

続する必要がなくなった場合 

２ 知事は、前項の取消しをした場合において、既に当該取消しに係る部分に対する

交付金が交付されているときは、規則第16条第１項の規定に基づき、期限を付して

当該交付金の全部又は一部の返還を求めるものとする。 

３ 知事は、前項の返還を求める場合（第１項第４号の場合を除く。）には、規則第

17条第１項の規定に基づき、その命令に係る交付金を交付金事業者が受領した日か

ら当該返還命令がなされた日までの期間に応じて年10.95パーセントの割合で計算

した加算金の納付を併せて命ずるものとする。 

４ 知事は、交付金等の返還を命じ、これを交付金事業者が納期日までに納付しなかっ

たときは、規則第17条第３項の規定に基づき、納期日の翌日から納付の日までの日

数に応じて、その未納付額につき年10.95パーセントの割合で計算した延滞金の納付

を求めるものとする。 

５ 知事は、前２項の場合において、やむを得ない事情があると認めるときは、規則

第17条第４項の規定に基づき、加算金又は延滞金の全部若しくは一部を免除するこ

とができるものとする。 

６ 本条の規定は、交付金事業について交付すべき交付金の額の確定があった後にお

いても適用があるものとする。 

 

（交付金の返還） 

第22条 知事は、交付金事業者に交付すべき交付金の額を確定した場合において、既

にその額を超える交付金が交付されているときは、規則第16条第２項の規定に基づ

き、当該交付金事業者にその額の返還を求めるものとする。 

 

（交付金の返還の期限） 

第23条 規則第16条第１項及び第２項の規定による交付金の返還の期限については、

同条第１項の場合にあっては、別に定める日とし、同条第２項の場合にあっては、

返還の命令に付した日とする。 

 

（交付金の経理） 

第24条 交付金事業者は、交付金について経理を明らかにする帳簿を作成し、交付対

象事業の完了の日の属する年度の終了後５年間保存しなければならない。 

 

（交付対象事業の状況調査等） 

第25条 知事は、交付金に係る予算の執行の適正を期するため必要があるときは、地

方自治法（昭和22年法律第67号）第221条第2項の規定による措置をとることがある。 

 

（財産の処分の制限等） 



 

 
 

 

第26条 交付金事業者は、交付対象事業によって取得し、又は効用を増加させた財産

（以下この条において「取得財産等」という。）のうち、取得価格又は効用の増加

価格が50万円以上のものについて、交付金の交付の目的に反して使用し、譲渡し、

交換し、貸し付け、担保に供し、又は廃棄しようとするときは、あらかじめ承認申

請書を知事に提出し、その承認を受けなければならない。 

２ 交付金事業者が取得財産等を処分することにより収入があると認める場合には、そ

の収入の全部又は一部を県に納付させることがある。 

３ 交付金事業者は、取得財産等については、事業完了後においても善良なる管理者の

注意をもって管理するとともに、交付金交付の目的に従ってその効率的な運用を図

らなければならない。 

 

（その他必要な事項） 

第27条 交付金の交付に関するその他必要な事項は、知事が別に定める。 

 

 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、令和４年１０月７日から施行する。 

（要綱の廃止） 

２ この要綱は、令和５年３月１日限り、廃止する。ただし、この要綱に基づき交付 

決定された交付金については、この要綱の廃止後も、なおその効力を有する。 

 

 附 則 

 この要綱は、令和５年３月１日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 
 

 

 

 

 

別表 交付対象事業の経費区分 

(1)報酬（共済費含む） 

(2)報償費（講師謝金等） 

(3)旅費（講師旅費等。職員（会計年度任用職員は除く）旅費は除く） 

(4)需用費（消耗品費、印刷製本費等） 

(5)役務費（通信運搬費、保険料等） 

(6)委託料 

(7)使用料及び賃借料 

(8)負担金、補助及び交付金 

(9)その他知事が必要と認めるもの 

 


